
国立大学法人　東北大学　の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　法人の長

  理事

　　国立大学法人東北大学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するに
　　あたって、他の国立大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行
　　政法人等のほか、国・地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（東北
    大学約4,900人）や教育・研究事業で比較的同等と認められる、以下の法人等を参考とした。
　　　　(1) 国立大学法人（旧帝国大学）･･･当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事
　　　　　　 業を実施しており、役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると、当法人と同
             水準と推定される。同様の考え方により、理事及び監事についても同水準と推定さ
　　　　　　 れる。
        (2) 事務次官年間報酬額･･･22,491,000円

　　当法人においては、期末特別手当において当該役員の業績評価に基づき、その額の１００
　　分の２５の範囲内でこれを増額し、又は減額することができることとしている。

            役員報酬支給基準は、主に月額及び期末特別手当から構成されている。
            月額については、国立大学法人東北大学役員給与規程に則り、本給
　　　　　  （1,198,000円）に地域手当（71,880円）を加算して算出している。期末特別
　　　　　  手当についても、同規程に則り、期末特別手当基礎額（本給＋地域手当＋
　　　　　  本給×１００分の２５＋本給及び地域手当×１００分の２０）に６月に支給す
            る場合においては１００分の１５０、１２月に支給する場合においては１００分
            の１６５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の
            在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。さらに、その額の１００分
            の２５の範囲内でこれを増額し、又は減額することができることとしている。
　　　　　  なお、平成２７年度では、給与制度の総合的見直しによる①本給表の引き
　　　　　  下げ、②本給表引き下げによる経過措置の適用、③単身赴任手当の引き
　　　　　  上げ（基礎額7,000円、加算額の限度を25,000円引き上げ）を、また、民間
　　　　　  給与との較差に基づく④本給表の引き上げ、⑤期末特別手当支給率の引
　　　　　  き上げ（年間0.05ヶ月分）を実施した。

            役員報酬支給基準は、主に月額及び期末特別手当から構成されている。
            月額については、国立大学法人東北大学役員給与規程に則り、本給に地
　　　　　  域手当を加算して算出している。期末特別手当についても、同規程に則り、
   　　　   期末特別手当基礎額（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５＋本給及び
            地域手当×１００分の２０）に６月に支給する場合においては１００分の１５０、
            １２月に支給する場合においては１００分の１６５を乗じて得た額に、基準日
            以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて
            得た額としている。さらに、その額の１００分の２５の範囲内でこれを増額し、
            又は減額することができることとしている。
　　　　　  なお、平成２７年度では、給与制度の総合的見直しによる①本給表の引き
　　　　　  下げ、②本給表引き下げによる経過措置の適用、③単身赴任手当の引き
　　　　　  上げ（基礎額7,000円、加算額の限度を25,000円引き上げ）を、また、民間
　　　　　  給与との較差に基づく④本給表の引き上げ、⑤期末特別手当支給率の引
　　　　　  き上げ（年間0.05ヶ月分）を実施した。

  ②  平成２７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２７年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方
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　理事

  （非常勤）

  監事

　監事

  （非常勤）

            非常勤役員報酬支給基準は、非常勤役員手当としている。非常勤役員手
　　　　　  当は、国立大学法人東北大学非常勤役員手当支給基準に則り月額とし、
            基準額を基本としている。

            役員報酬支給基準は、主に月額及び期末特別手当から構成されている。
            月額については、国立大学法人東北大学役員給与規程に則り、本給に地
　　　　　  域手当を加算して算出している。期末特別手当についても、同規程に則り、
   　　　   期末特別手当基礎額（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５＋本給及び
            地域手当×１００分の２０）に６月に支給する場合においては１００分の１５０、
            １２月に支給する場合においては１００分の１６５を乗じて得た額に、基準日
            以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて
            得た額としている。さらに、その額の１００分の２５の範囲内でこれを増額し、
            又は減額することができることとしている。
　　　　　  なお、平成２７年度では、給与制度の総合 的見直しによる①本給表の引き
　　　　　  下げ、②本給表引き下げによる経過措置の適用、③単身赴任手当の引き
　　　　　  上げ（基礎額7,000円、加算額の限度を25,000円引き上げ）を、また、民間
　　　　　  給与との較差に基づく④本給表の引き上げ、⑤期末特別手当支給率 の引
　　　　　  き上げ（年間0.05ヶ月分）を実施した。

            非常勤役員報酬支給基準は、非常勤役員手当としている。非常勤役員手
　　　　　  当は、国立大学法人東北大学非常勤役員手当支給基準に則り月額とし、
            基準額を基本としている。
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２　役員の報酬等の支給状況
平成２７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,778 14,376 6,438
862
102

（地域手当）
（一時金）

千円 千円 千円 千円

16,198 10,944 4,475
656
50
72

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

16,672 10,944 4,991
656
80

（地域手当）
（一時金）

千円 千円 千円 千円

16,521 10,944 4,819
656
24
77

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

16,194 10,008 4,283

1,264
468
100
70

（地域手当）
(単身赴任手当)
（通勤手当）

（一時金）

3月31日 ◇

千円 千円 千円 千円

15,997 10,944 4,302
656
24
69

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

16,396 10,944 4,638
656
85
72

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

15,284 9,641 4,434

578
468
80
82

（地域手当）
(単身赴任手当)
（通勤手当）

（一時金）

◇

千円 千円 千円 千円

12,754 8,640 3,397
518
143
54

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

1,236 1,236 0 0 3月31日

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

注４：「前職」欄の「◇」は、役員出向者であることを示す。

注２：「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給し
　　　ているものである。

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

Ｃ理事

Ｄ理事

Ｅ理事

Ｆ理事

Ｇ理事

A監事

Ｂ監事
（非常勤）

注３：「一時金」とは、「Ⅰ．１．③ 役員報酬基準の内容及び平成２７年度における改定内容」のうち、民
　　　間給与との較差に基づく引き上げを平成28年3月1日で実施したことから、本給表については平成
　　　27年4月1日に実施、期末特別手当にあっては平成27年12月期に実施したものと仮定した場合の
　　　差額相当額を一時金として支給したものである。
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３　役員の報酬水準の妥当性について

  法人の長

理事

理事（非常勤）
該当者なし　　 　

　　　　　　　東北大学は、建学以来の伝統である「研究第一」と「門戸開放」の理念を
　　　　　　　掲げ、世界最高水準の研究・教育を創造し、また、研究の成果を社会が
　　　　　　　直面する諸問題の解決に役立て、指導的人材を育成することによって、
　　　　　　　平和で公正な人類社会の実現に貢献することを使命としており、その使
　　　　　　　命をより高度に実現するために、「ワールドクラスへの飛躍」と「東北の復
　　　　　　　興・日本新生の先導」の取組みを、総長のリーダーシップの下で推進して
　　　　　　　いる。
　　　　　　　そうした中で、東北大学の総長は、常勤職員数約4,900人の法人の代表
　　　　　　　として、その業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、
　　　　　　　経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っている。
　　　　　　　総長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
　　　　　　　5,041万円と比較した場合それ以下であり、また、事務次官の年間給与額
　　　　　　　2,249万円と比べてもそれ以下となっている。
　　　　　　　東北大学では、総長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸
　　　　　　　給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、総長の職務内容の特性は上
　　　　　　　記のとおり法人化移行前と同等以上であると言え、これまでの各年度にお
　　　　　　　ける業績評価の結果を勘案したものとしている。
　　　　　　　また、他の旧帝国大学の長の報酬水準と同水準となっている。
　　　　　　　こうした職務内容の特性や旧帝国大学との比較を踏まえると、報酬水準は
　　　　　　　妥当であると考えられる。

　　　　　　　東北大学は、建学以来の伝統である「研究第一」と「門戸開放」の理念を
　　　　　　　掲げ、世界最高水準の研究・教育を創造し、また、研究の成果を社会が
　　　　　　　直面する諸問題の解決に役立て、指導的人材を育成することによって、
　　　　　　　平和で公正な人類社会の実現に貢献することを使命としており、その使
　　　　　　　命をより高度に実現するために、「ワールドクラスへの飛躍」と「東北の復
　　　　　　　興・日本新生の先導」の取組みを、総長のリーダーシップの下で推進して
　　　　　　　いる。
　　　　　　　そうした中で、東北大学の理事は、総長の定めるところにより、総長を補
　　　　　　　佐して本学の業務を掌理する職務を担っている。
　　　　　　　理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
　　　　　　　5,041万円と比較した場合それ以下であり、また、事務次官の年間給与
　　　　　　　額2,249万円と比べてもそれ以下となっている。
　　　　　　　東北大学では、理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸
　　　　　　　給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、理事の職務内容の特性は上
　　　　　　　記のとおりであり、これまでの各年度における業績評価の結果を勘案した
　　　　　　　ものとしている。
　　　　　　　また、他の旧帝国大学の理事の報酬水準と同水準となっている。
　　　　　　　こうした職務内容の特性や旧帝国大学との比較を踏まえると、報酬水準
　　　　　　　は妥当であると考えられる。
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監事

監事（非常勤）
監事に同じ　　 　

【文部科学大臣の検証結果】

　　　　　　　東北大学は、建学以来の伝統である「研究第一」と「門戸開放」の理念を
　　　　　　　掲げ、世界最高水準の研究・教育を創造し、また、研究の成果を社会が
　　　　　　　直面する諸問題の解決に役立て、指導的人材を育成することによって、
　　　　　　　平和で公正な人類社会の実現に貢献することを使命としており、その使
　　　　　　　命をより高度に実現するために、「ワールドクラスへの飛躍」と「東北の復
　　　　　　　興・日本新生の先導」の取組みを、総長のリーダーシップの下で推進して
　　　　　　　いる。
　　　　　　　そうした中で、東北大学の監事は、本学の業務を監査する職務を担って
　　　　　　　いる。
　　　　　　　監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
　　　　　　　5,041万円と比較した場合それ以下であり、また、事務次官の年間給与
　　　　　　　額2,249万円と比べてもそれ以下となっている。
　　　　　　　東北大学では、監事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸
　　　　　　　給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、監事の職務内容の特性は上
　　　　　　　記のとおりであり、これまでの各年度における業績評価の結果を勘案した
　　　　　　　ものとしている。
　　　　　　　また、他の旧帝国大学の監事の報酬水準と同水準となっている。
　　　　　　　こうした職務内容の特性や旧帝国大学との比較を踏まえると、報酬水準
　　　　　　　は妥当であると考えられる。

               職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学
　　　　　　　 法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当で
 　　　　　　　あると考えられる。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成２７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし

該当者なし

監事A

監事B
（非常勤）

判断理由

該当者なし

該当者なし

法人の長

　 当法人においては、期末特別手当において、当該役員の業績評価に基づき、その額の
　 １００分の２５の範囲内でこれを増額し、又は減額することができることとしている。

理事

法人の長

理事

監事B
（非常勤）

監事A

法人での在職期間
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成２７年度における主な改定内容

　　職員の勤務成績を考慮し、昇格、昇給を実施しているほか、勤勉手当の成績率に反映
　　している。
　　　(1)賞与：勤勉手当（査定分）
　　　　　　６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、
　　　　　　基準日前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支給割合を決定
　　　　　　する。
　　　(2)昇給
　　　　　　５段階ある昇給区分のうちから、昇給日（１月１日）前１年間におけるその者の勤
　　　　　　務成績に応じて昇給区分が決定される。
　　　(3)昇格
　　　　　　勤務成績が良好な職員で昇格基準に達した者は、その者の資格に応じ上位の級
　　　　　　に昇格させることができる。
　　　(4)降格
　　　　　　勤務成績が不良な場合は、下位の級に降格させることができる。

　　国立大学法人東北大学職員給与規程に則り、基本給及び諸手当（職責手当、初任給調
　　整手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特
　　殊勤務手当、特地勤務手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、期末手
　　当、勤勉手当、期末特別手当、寒冷地手当、衛生管理手当、特別手当及び招へい手当）
　　としている。
　　期末手当については、期末手当基礎額（本給＋扶養手当＋地域手当＋役職段階別加算
　　額＋管理職加算額）に６月に支給する場合においては１００分の１２２．５、１２月に支給す
　　る場合においては１００分の１３７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間における
　　その者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　　勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本給＋地域手当＋役職段階別加算額＋管理職
　　加算額）に勤勉手当の支給細則に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額として
　　いる。
　　なお、平成２７年度では、給与制度の総合的見直しによる①平成27年4月1日より本給表を
　　平均２%引き下げ、②本給表引き下げによる経過措置の適用、③平成27年4月1日より広域
　　異動手当の距離区分に応じた支給割合の引き上げ（300㎞以上8%、60㎞以上300㎞未満
　　4%）、④平成27年4月1日より単身赴任手当の引き上げ（基礎額7,000円、加算額の限度を
　　25,000円引き上げ）を、また、民間給与との較差に基づく⑤平成28年3月1日より本給表を
　　平均0.4%の引き上げ、⑥平成28年3月1日より初任給調整手当の支給月額の限度額を
　　200円引き上げ、⑦平成28年3月1日より勤勉手当の支給率を0.1ヶ月分引き上げ、⑧「⑤
　　～⑥」の改正を平成27年4月1日から実施、「⑦」については平成27年12月期に実施したも
　　のと仮定した場合の差額相当額を一時金として支給した。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　　国立大学法人東北大学職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、
　　国家公務員のほか、平成２７年度職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業
　　規模別（東北大学約4,900人）・職種別平均支給額を参考にした。
　　　　(1) 国立大学法人（旧帝国大学）･･･当該法人は、教育・研究事業等において類似
　　　　　　 する国立大学法人であり、法人規模についても同等となっている。
        (2) 国家公務員･･･平成２７年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の
　　　　　　 平均給与月額は408,996円となっており、全職員の平均給与月額は416,455円
             となっている。
        (3) 職種別民間給与実態調査において、当該法人と同等の規模や職種の大学卒の
             ４月の平均支給額は234,365円となっている。
　　また、教職員の業績及び能力の評価を適切に反映できる給与制度を構築するとともに、
　　各部局等に配置可能な教職員の上限数、総人件費の運用枠を設定し、適切な人件費
　　の管理に努める。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

3,897 43.6 6,974 5,188 64 1,786
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,169 40.0 5,498 4,141 89 1,357
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,887 47.8 8,665 6,395 57 2,270
人 歳 千円 千円 千円 千円

618 38.5 5,133 3,865 35 1,268
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 57.4 5,522 4,124 67 1,398
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

210 39.5 5,314 3,996 63 1,318
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 55.5 15,440 10,972 26 4,468

人 歳 千円 千円 千円 千円

70 62.9 3,004 2,564 85 440
人 歳 千円 千円 千円 千円

51 63.0 2,969 2,535 93 434
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 62.2 3,417 2,909 49 508
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 63.8 2,640 2,253 69 387
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 62.5 2,918 2,487 57 431

人 歳 千円 千円 千円 千円

756 42.8 3,561 2,851 90 710
人 歳 千円 千円 千円 千円

410 43.0 3,323 2,520 94 803
人 歳 千円 千円 千円 千円

123 44.5 5,414 4,000 78 1,414
人 歳 千円 千円 千円 千円

29 41.7 3,658 2,757 92 901
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 41.4 4,226 3,184 74 1,042
人 歳 千円 千円 千円 千円

63 39.0 3,587 3,587 51 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

124 42.9 2,440 2,440 107 0

注６：次に掲げる各区分中の職種については、該当者がいないため記載を省略した。
　　・各区分共通で、「医療職種（病院医師）」
　　・再任用職員のうち、「教育職種（大学教員）」及び「指定職種」
　　・非常勤職員のうち、「医療職種（病院看護師）」、「教育職種（歯科技工士養成学校教員）」及び「指定職種」
注７：職種区分のうち、当該人員が２人以下の職種については、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
　　　あることから、人員以外は記載していない。

研究補助職種

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：常勤職員のうち「指定職種」とは、特に指定された高度な業務を行う職種を示す。
注３：「技能・労務職種」とは、自動車運転手、機械操作員、実験助手、用務員などの業務に従事する者を示す。
注４：非常勤職員のうち「研究支援職種」とは、給与を教育職本給表（一）相当で決定され、賞与が支給されない
　　　職種を示し、「研究補助職種」とは、給与を一般職本給表（一）相当で決定され、賞与が支給されない職種
　　　を示す。
注５：「在外職員」及び「任期付職員」は該当者がいないため記載を省略した。

事務・技術

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

教育職種
（歯科技工士養成学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

教育職種
（歯科技工士養成学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

指定職種

研究支援職種

非常勤職員

常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

区分 うち賞与

再任用職員

総額
人員 うち所定内平均年齢

平成２７年度の年間給与額（平均）
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〔年俸制適用者〕

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

689 40.9 6,566 6,566 54 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

92 44.3 6,229 6,229 74 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

581 39.9 6,702 6,702 50 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 64.8 2,558 2,558 85 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 49.3 4,458 4,458 18 0

注３：職種区分のうち、当該人員が２人以下の職種については、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
　　　あることから、人員以外は記載していない。

医療職種
（病院医療技術職員）

注１：年俸制適用者については、本学では常勤職員として取り扱っているが、年俸制非適用の常勤職員と
　　　は給与基準が異なる。
注２：医療職種（病院医師）及び指定職種については、該当者がいないため記載を省略した。

区分 人員 平均年齢
平成２７年度の年間給与額（平均）

総額

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（歯科技工士養成学校教員）

うち所定内 うち賞与

常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

技能・労務職種
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注２：年齢24～27歳の該当者は２人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　 年間給与及び年間給与額の第１・第３分位については表示していない
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

　代表的職位

　　部長 12 56.9 9,399

　　課長 71 53.1 8,137

　　課長補佐 91 48.7 6,703

　　係長 421 43.8 5,840

　　主任 251 38.5 5,121

　　係員 323 30.5 3,957

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

　代表的職位

   教授 688 54.8 10,540

   准教授 550 46.0 8,410

   講師 104 46.7 7,823

   助教 513 40.7 6,536

   助手 32 46.7 6,233

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

　代表的職位

　　看護部長 1

　　副看護部長 5 55.3 7,219

　　看護師長 37 53.2 6,661

　　副看護師長 110 45.1 5,836

　　看護師 465 35.6 4,767 6,586～3,653

注１：「看護部長」の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　 平均年齢及び年間給与額は表示していない。

注２：「看護師」には、看護師相当職である助産師を含む。

千円

7,729～6,726

7,178～5,912

6,895～4,641

7,180～4,459

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

千円

15,731～7,823

10,019～6,021

9,022～6,089

7,913～5,247

7,094～4,184

6,421～4,061

6,299～2,625

注：「課長」には、課長相当職である事務長及び室長を含む。
　　「課長補佐」には、課長補佐相当職である専門員を含む。
　　「係長」には、係長相当職である専門職員を含む。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

年間給与額

（最高～最低）

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

11,088～8,663

9,904～6,659

8,067～5,556

千円

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
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④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

59.9 62.6 61.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.1 37.4 38.7

％ ％ ％

         最高～最低 52.3～34.7 50.5～32.6 50.6～33.8

％ ％ ％

62.8 65.4 64.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

37.2 34.6 35.8

％ ％ ％

         最高～最低 48.6～34.1 40.9～31.1 44.3～32.8

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

59.2 62.2 60.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.8 37.8 39.2

％ ％ ％

         最高～最低 55.9～34.2 52.5～32.9 53.3～34.3

％ ％ ％

62.8 65.5 64.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

37.2 34.5 35.8

％ ％ ％

         最高～最低 49.5～34.1 46.6～31.5 48.0～32.7

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

62.5 65.2 63.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

37.5 34.8 36.1

％ ％ ％

         最高～最低 43.7～34.2 40.9～31.6 42.2～32.9

注：医療職員（病院看護師）における管理職員は２人のため、当該個人に関する
　　情報が特定されるおそれのあることから記載していない。

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

区分

賞与（平成２７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

医療職員（病院看護師）

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　【９８．２】

注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成２７年度の
　　教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。なお、平成１９
　　年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成１５年度の教育職（一））との給与水準（年額）の
　　比較指標である。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１０１．９
・年齢・地域勘案　　　　　　　 　１０２．０
・年齢・学歴勘案　　　　　　 　　１００．２
・年齢・地域・学歴勘案　　　　  １０２．３
（参考）対他法人　　　　　　　 　１００．４

（参考）対他法人　　　　　　　 １０１．１

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

本学と国家公務員の職員構成の比率の違いが大きく影響していると思われ
る。特に2級以下の若年層については、本学75.2％に対し、国家公務員
86.7％（平成27年国家公務員給与等実態調査より）となっており、本学の病
院看護師における給与水準が国家公務員より高くなっている大きな要因と
思われる。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　48.5％
（国からの財政支出額　71,320百万円、支出予算の総額　146,927百万円：
平成27年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額　0円（平成26年度決算）

（法人の検証結果）
国からの財政支出の割合は48.5%であり、累積欠損額もなく、対国家公務員
の指数の状況等を総合的に勘案して、給与水準は適切であると考える。

対国家公務員
指数の状況 ・年齢・地域・学歴勘案　　　　 ９６．１

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

引き続き適正な給与水準の維持に努める。

　給与水準の妥当性の
　検証

内容

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　48.5％
（国からの財政支出額　71,320百万円、支出予算の総額　146,927百万円：
平成27年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額　0円（平成26年度決算）

（法人の検証結果）
国からの財政支出の割合は48.5%であり、累積欠損額もなく、対国家公務員
の指数の状況等を総合的に勘案して、給与水準は適切であると考える。

項目

　給与水準の妥当性の
　検証

（文部科学大臣の検証結果）
法人の看護職員の職員構成と国の職員構成が異なっていること、法人の給
与制度は国家公務員の制度とおおむね同様であることから、給与水準はお
おむね適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていた
だきたい。

講ずる措置 引き続き適正な給与水準の維持に努める。

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　８９．３

・年齢勘案　　　　　　　　　　　  ８９．７
・年齢・地域勘案　　　　　　　　９６．３

（文部科学大臣の検証結果）
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給
与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めてい
ただきたい。
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

事務・技術職員
　　○ ２２歳（大卒初任給、独身）
　　　　月額176,700円 年間給与2,611,000円
　　○ ３５歳（主任、配偶者・子１人）
　　　　月額 310,050円 年間給与5,032,000円
　　○ ４５歳（係長、配偶者・子２人）
　　　　月額 406,298円 年間給与6,672,000円

教育職員（大学教員）
　　○ ２７歳（大学院卒初任給、独身）
　　　　月額 302,524円 年間給与4,471,000円
　　○ ３５歳（助教、配偶者・子１人）
　　　　月額375,664円 年間給与6,105,000円
　　○ ４５歳（准教授、配偶者・子２人）
　　　　月額514,630円 年間給与8,465,000円

職員の勤務成績を考慮し、昇格、昇給を実施しているほか、勤勉手当の成績率に
反映している。
　　(1)賞与：勤勉手当（査定分）
　　　　　６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に
　　　　　対し、基準日前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支
　　　　　給割合を決定する。
　　(2)昇給
　　　　　５段階ある昇給区分のうちから、昇給日（１月１日）前１年間におけるその者
　　　　　の勤務成績に応じて昇給区分が決定される。
　　(3)昇格
　　　　　勤務成績が良好な職員で昇格基準に達した者は、その者の資格に応じ上
　　　　　位の級に昇格させることができる。
　　(4)降格
　　　　　勤務成績が不良な場合は、下位の級に降格させることができる。
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Ⅲ　総人件費について

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

62,789,219

① 「給与、報酬等支給総額」は、対前年比「0.16%」である。
　これは、平成27年人事院勧告に伴う民間給与との較差に基づく給与の引上げ改定を講じたことが大きな要因と
  考えられる。

② 「非常勤役職員等給与」は、対前年比「2.03%」である。
　これは、平成27年人事院勧告に伴う民間給与との較差に基づく給与の引上げ改定を講じたこと、また、補助金等
　の外部資金獲得に伴う人員の増加が大きな要因と考えられる。

③ 「最広義人件費」は、対前年比「1.05%」である。
　これは、平成27年人事院勧告に伴う民間給与との較差に基づく給与の引上げ改定を講じたことや福利厚生費の
　増加が大きな要因と考えられる。

最広義人件費
55,694,291 58,187,202 58,181,278 57,843,487 62,136,262

20,285,981

福利厚生費
5,709,999 5,998,343 6,204,180 6,705,836 7,167,879 7,544,923

非常勤役職員等給与
15,064,430 15,383,688 16,609,838 18,699,505 19,882,451

32,727,314

2,231,000
退職手当支給額

2,205,209 4,168,616 3,792,689 1,592,768 2,410,711

区　　分

給与、報酬等支給総額
32,714,653 32,636,555 31,574,571 30,845,378 32,675,221

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。
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